
○安芸高田市企業立地奨励条例施行規則 

平成19年3月30日 

規則第20号 

改正 平成21年2月4日規則第1号 

(趣旨) 

第1条 この規則は、安芸高田市企業立地奨励条例(平成19年安芸高田市条例第16号。

以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第2条 条例第2条第1号に規定する次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 生産施設 日本標準産業分類(平成14年総務省告示第139号。以下「産業分類」

という。)中、製造業に分類される事業に供する施設をいう。 

(2) 流通施設 産業分類中、運輸業に分類される事業で、次に掲げる事業に供す

る施設をいう。 

ア 道路貨物運送業 主として自動車により貨物の運搬を行う事業所をいう。 

イ 倉庫業 倉庫に物品を保管することを業とする事業所及び倉庫をいう。 

ウ 運輸に付帯するサービス業のうち、貨物運送取扱業、運送代理店、こん包

業、運輸施設提供業、貨物運送の取次若しくは委託等を行う事業所、運送機

関の業務を代行する事業所、運送のための梱包を行う事業所及び貨物の荷扱

いのための設備などを提供する事業所をいう。 

(3) 試験研究施設 産業分類中、サービス業に分類される事業で、次に掲げるも

のをいう。 

ア 理学研究所 有機合成科学、ふく射線及び地震などに関する各研究所をい

う。 

イ 工学研究所 工業、機械及び工学などに関する各研究所をいう。 

ウ 試験研究所 農業、林業、水産、畜産、医学及び薬学などに関する試験所

及び研究所をいう。 

エ 人文科学研究所 社会、文化及び芸術などに関する研究を行う事業所をい

う。 

(4) 宿泊施設 旅館業法(昭和23年法律第138号)第2条第1項に規定する旅館業

(下宿営業を除く。)で、産業分類中、サービス業に分類される事業をいう。 



(5) 遊園地、ゴルフ場 産業分類中、サービス業に分類される事業で、次に掲げ

るものをいう。 

ア 遊園地 公園、庭園などの施設及び種々の娯楽を提供する遊園地をいう。 

イ ゴルフ場 ゴルフ競技を行うための施設を提供する事業所をいう。 

(6) ソフトウェア業 産業分類中、情報通信業に分類される事業で、次に掲げる

ものをいう。 

ア ソフトウェア業 電子計算機のプログラム(パッケージプログラムも含

む。)を作成し、及びその作成に関して調査、分析、助言などを行う事業所を

いう。 

イ 情報処理・提供サービス業 電子計算機などを用いて委託された計算サー

ビスや各種のデータを収集し、加工し及び蓄積し、情報として提供する事業

所をいう。 

2 条例第2条第2号に規定する新たに市内に工場等を設置するとは、工場等を新たに

建設することのほか、既存の工場等を取得し、当該工場等の産業分類中の事業と

異なる事業に供することをいう。ただし、市内に工場等を有しない者の場合は、

当該工場等の産業分類と同じ事業に供する場合も新設とみなす。 

3 条例第2条第2号に規定する既存の工場等の敷地外に新たに独立して設置する工

場等とは、新たに設置した工場等の敷地面積が1,000m2を超えたものをいう。 

(指定の申請) 

第3条 条例第3条第2項の規定により奨励事業者の指定の申請をしようとする者は、

企業立地奨励事業者指定申請書(様式第1号)に次に掲げる書類を添えて、工場等の

新設に着手する日の1月前までに市長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 公害防止対策計画書及び環境保全対策計画書 

(3) 法人登記簿謄本又は住民票抄本 

(4) 定款又は規約 

(5) 工場等の配置図及び設計図 

(6) 従業員の雇用に関する計画書 

(7) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

(指定の決定) 

第4条 市長は、前条に規定する申請書を受理したときは、これを審査し、条例第3



条の基準に適合し、奨励事業者として指定することが適当であると決定したとき

は、企業立地奨励事業者指定決定通知書(様式第2号)により申請者へ通知する。 

(奨励金の端数処理) 

第5条 条例第5条第1号、第3号及び第4号の規定により算出した奨励金の額に1,000

円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

(新規雇用奨励金の交付条件) 

第6条 条例第5条第2号に規定する常勤の従業員とは、次の各号のいずれかに該当す

る者で、かつ、引き続き1年以上雇用しようとする者をいう。 

(1) 雇用保険法(昭和49年法律第116号)第4条第1項に規定する被保険者 

(2) 労働基準法(昭和22年法律第49号)第107条の規定による労働者名簿に記入さ

れる者 

(奨励金の交付申請等) 

第7条 条例第4条第2項の規定により奨励金の交付を申請しようとする奨励事業者

は、次の各号に掲げる奨励金について当該各号により市長に提出しなければなら

ない。 

(1) 企業立地奨励金 新設した工場等が操業を開始した日以後において、当該工

場等の事業に供している固定資産に対して新たに固定資産税が課されることに

なった年以後3年間、各年度の当該固定資産税が完納された日から6月以内に次

に掲げる申請書等を提出する。 

ア 企業立地奨励金交付申請書(様式第3号) 

イ 納税通知書兼領収書の写し又は納税証明書 

ウ 当該工場等に係る土地家屋名寄帳 

エ 償却資産課税台帳の写し 

オ 市税等納税通知書兼領収書の写し又は納税証明書 

(2) 新規雇用奨励金 新設した工場等が操業を開始した日から1年経過後の最初

の1月1日から6月以内に次に掲げる申請書等を提出する。 

ア 新規雇用奨励金交付申請書(様式第4号) 

イ 雇用保険加入者一覧表等、当該者を雇用していることが確認できる書類 

ウ 当該者が常勤の新規雇用者であることを証する書類 

(3) 施設整備奨励金 新設した工場等が操業を開始した日から1年経過後の最初

の1月1日から6月以内に次に掲げる申請書等を提出する。 



ア 施設整備奨励金交付申請書(様式第5号) 

イ 当該工場等の施設整備に要した費用を証する書類等の資料 

(4) 土地取得奨励金 新設した工場等が操業を開始した日から1年経過後の最初

の1月1日から6月以内に次に掲げる申請書等を提出する。 

ア 土地取得奨励金交付申請書(様式第6号) 

イ 当該工場等の土地取得に要した費用を証する書類等の資料 

ウ 当該工場等の土地の所有権移転が完了していることを証する書類 

(奨励金の交付決定) 

第8条 市長は、前条の規定による交付申請書を受理したときは、これを審査し、奨

励金を交付することが適当であると決定したときは、企業立地奨励金等交付決定

通知書(様式第7号)により当該申請をした奨励事業者へ通知する。 

(奨励金の交付時期) 

第9条 前条の規定により交付が決定した奨励金は、交付決定後速やかに交付するも

のとする。 

(変更等の届出) 

第10条 条例第6条各号に掲げる届出は、それぞれ事業計画変更届(様式第8号)、工

事完了届(様式第9号)、操業開始届(様式第10号)、工事休止(取り止め)届(様式第

11号)、操業休止(停止)届(様式第12号)によって行わなければならない。 

(事業の承継の届出) 

第11条 条例第9条の規定による事業の承継の届出は、事業者承継届(様式第13号)

に事業の承継を証する書類を添えて行わなければならない。 

(その他) 

第12条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則(平成21年2月4日規則第1号) 

この規則は、平成21年2月4日から施行し、平成20年4月1日から適用する。



 


